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中国大都市における外食消費の増大と多様化
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Abstract:

This present research has clarified tlle following points. FirsL along with rising incomes,

expenditures for dining out among Chinese urban citizens have been increasing at an extremely high

rate since the latter half of the 1990s. However, the proportion of expenditures for dining out among

all food expenditures has remained level since 2006. This is due to the slowing of income growth and

the diversification of expenditures for dining out. Second, individuals in their 20s and 30s dine out

frequently, but this is not the case among the middle-aged and elderly (50 years and older). Also,

individuals in their 20s are the age group for which the increase in expenditures for dining out is the

most pronounced, while such expenditures have been decreasing among individuals in their 5Os and

older. Third, traditional Chinese foods such as noodles and jiaozi (dumplings) are frequently chosen

from restaurant menus, but fast food and rice bowls are also prevalent choices. The preference for

fast food is particularly pronounced among the younger generation. Fourth, there are differences

among cities in terms of the frequency of dining out as well as dining choices. This background of

regional particularity is informed by differences in eating habits and food culture. Thus, it is clear

that menu choices as well as upward and downward trends in the frequency of outside dining differ

greatly across different age groups. Therefore, it is proper to view the diversity of forms of outside

dining and the associated changes in relation to the life cycles of urban citizens.
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I　問題意識と課題

費とともに外食などが増大してくる。中国の場合

も同様であり、 70年代末の「改革開放」以後、経

済の発展にともなう所得の上昇によって、特に都

一般に、経済の成長・発展や所得水準の上昇に　　市住民の食料消費において外食が増大しており、

ともなって、国民の食料消費の内容は多様化、高　　それに対応して外食産業の成長も著しい。

級化する傾向にある。具体的には、穀物消費の比　　　具体的には、都市住民の外食割合(外食費/食

重が減って、果実や肉類、乳製品、時好品等の消　　料消費支出)は、 95年の9.1%から09年には21.8%
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へと2倍以上に上昇している。この水準は、統計

上の相違から単純に比較できないが、日本の17.4

% (09年)を超えている。他方、チェーン店飲食

企業の「営業額」 (売上高)で見ると、 03年の257

億元から09年の879億元( 1兆1.400億円)へと3.4

倍に増大している。

以上の外食消費・産業の成長は、外食食材ニー

ズに対応した商品開発や契約生産、コールドチェ

ーンの展開など、中国の農産物流通システムをど

のように変革させていくかが注目される。また、

中国での外食産業論としては、特に企業規模の大

きい外食チェーン店の業界において、大手外資系

企業の先駆的進出と全国的展開に対する国内資本

の対抗関係、あるいは日本企業の参入、浸透の可

能性などの解明が待たれている。

ところで、中国の外食消費の実態や動向に関す

る社会科学的研究はそれほど多くない。そのなか

で、家庭外食消費支出の大きさと所得等との関係

について、計量経済学的分析によって解明した研

究業績がある。そこでは、家庭所得と外食消費支

出との強い相関や50才以上年齢層の外食消費支出

弾力性の高さ(Ma他[2〕)、また、妻の労働時

間・貸金水準との正の相関や妻の教育水準とは負

の相関があること(張・白[3])などが指摘さ

れているl)。そのほか、小学三年生の親子調査に

基づいて、ファストフードの時好性に児童と親の

格差を指摘した事例研究(天野[4])などがある。

但し、これらの研究業績において、外食メニュ

I(料理)や外食店業態の選択など、外食消費の

具体的内容については詳しくない。また、都市住

民の属性と外食消費行動の多様性との関係把撞に

おいても、外食支出額と都市家庭(構成員)の一

部属性(主に収入)との相関関係に着目した計量

的検討に留まっている。外食産業の全体像を捉え

ようとするとき、消費面の検討では外食の具体的

な消費内容まで踏み込んだ実態把握が必要である。

本稿ではこのような間壇意識から、中国都市住

民の外食消費内容の実態について、その全国的動

向の特徴を把握してみたい。特に、大都市住民に

おける日常の外食消費の多様性に関して、主に外

食頻度、外食メニューや店舗業態などに着目し

て、その健代別格差や地域性等を検討したい。ア

プローチの方法としては、 r中国統計年鑑」など

既存の関連統計や大都市での住民アンケート調査

に基づく分析である。

Ⅱ　外食消費の増大と地域性

まず、 r中国統計年鑑j　の「国内貿易」の統計

から、 「飲食小売業」の動向を探ってみよう。図

1で1990年　-2004年の「飲食業小売額」の趨勢を

見てみると、ほぼ5年おきに約2倍に増大してい

る。 94年には1.200億元弱であったのが、 10年後

の2∝)4年には7.5∝)億元に急増している。 90年を

基準とした物価調整済み実績で見ても、同期間で

4.7倍の増大を示す。同統計項目は04年で途切れ

ているため、 04年以降は、 「一定規模以上(売上

高200万元以上)の飲食企業の飲食費収入」で見

ると、以後も成長が持続しており、04年の約

1千億元から08年には2.400億元に上昇している。

また、 「チェーン店」の飲食企業だけで見てみ

ると、同年鑑に掲載されている02年以降、その

「営業額」は継続的に上昇しており、特に04年か

ら09年の5年間で、 348億元から879億元へと2.5

倍に急増しているOそして、 (滑年の営業額のうち

ファストフード店のそれが51.8%と過半を占め、

レストラン(食堂)が37.5%と次いでいる。特に

ファストフード店の場合、その店舗数は、 03年の

2.277店から09年は7.189店へと同期間で3.2倍に増

大しており、その営業額も03年の130億元から㈱

年455億元へと3.5倍に急増している。

以上のように、中国では90年代半ば頃から外食

軍事挙等垂竪琴竪琴軍票喜崇真義崇薫旨買薫

図1　飲食業の営業額の推移

注: r中国統計年鑑J (2010年)より作成。
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図2　食品・外食支出額の伸び率等

注: r中国統計年鑑J (2010年)より作成。

産業が急成長しており、特に企業規模の大きいチ

ェーン店業態では、近年、ファストフード業界が

その急成長の主な牽引力になっている。

次に、都市住民の外食支出額(外食費)の動向

について、図2で見てみよう。まず、外食費の対

前年伸び率は、 90年代半ば以降から09年度現在ま

で、変動が大きいものの03年を除きおおよそ毎年

10%以上の高い伸びであり、 2006年までは食品支

出額のそれを大幅に上回っている。そのため、食

品支出額に占める外食支出額の割合(外食割合)

はほぼ一貫して増大傾向にあり、 95年の9.1%か

ら2㈱0年14.7%、 05年には20.8%-と上昇してい

る。但し、 07年以降は食品支出額の伸び率を下回

る年度もあり、外食割合は横ばい状態にある。他

方、 20∝)年初頭以降における可処分(可支配)収

入(物価調整済み)の伸び率は、同園で見るよう

に、 10%前後に変動を繰り返しながらおよそ横ば

いで推移している。所得水準の継続的な上昇度の

もとで、外食消費支出の鈍化傾向は、日本の経験

から判断して、中国都市住民の外食消費が「量的

増加」から「質的多様化」に変化している徴表か

もしれない。この点は、後述の住民アンケート調

査で検討されることになる。

また、外食費等の所得間格差の大きさについ

て、 r中国城市(鍾)生活与価格年鑑J (2009年)

における収入階層別(7ランク)の外食支出額等

(2008年実績)で見てみよう。図3によれば、エ

ンゲル係数とは反対に、外食支出額及び外食割合

では収入規模の階層が高いほど大きい。そして、
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図3　所得階層別の外食支出額等(08年)
(年間1人当たり)

注: r中国城市(鋲)生活与価格年鑑j (2009年)より作成。
最低所得階層Iを100とすると、 ll-152、 111-211、 Ⅳ=
289、 V=399、 VI=548、W-911となる。
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図4　外食消費志向の地域性

注: r中国紙計年鑑J (2009年)より作成e

最低収入階層Iと最高収入階層Ⅶとの間では、外

食割合で3.4倍、外食支出額で約12倍もの格差が

ある。中国の都市住民においては、エンゲル係数

とともに、食生活に占める外食の比重が貧富格差

の象徴になっていると言える。

さらに、外食費の地域間格差については、省別

の状況を示した図4で見てみよう。同国は、 2009

年の統計実額で、各省の外食割合と一人当たり年

間総収入を示してある。上述の所得水準との強い

相関から想定されるように、収入水準の高い天

津、広州、折江、北京、上海の沿海地域では、他

省に比べて外食割合が25-30%と極めて高い。但

し、同図の左側に見るように、 1万5千元前後の

低い収入水準であっても、外食割合は省別間で大

きな格差がある。例えば、雲南や険西、寧夏の外
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食割合は、沿海地域並の高さにある。特に雲南の

場合は、同じ収入水準にある江西の2倍以上の大

きさである。このことは、食生活に占める外食費

の比重には、単純に所得水準だけではなく、生活

様式や食習慣・食文化などの地域性も強く影響し

ていることを示唆している。

Ⅲ　大都市住民の外食消費の特徴

1　大都市住民の米食の外食度

・中国都市住民の外食消費の具体的内容につい

て、全国的規模で詳しく調査した統計や文献は見

当たらない。そこで、中国国内の大都市の住民ア

ンケート調査から探ってみよう。ここでは、別途

の調査目的で実施した米消費のアンケート調査結

果2)を利用することにしたい。当アンケート調

査の対象地域は、主食が米食、准米食の16都市

で、大連、天津、重慶、武漢、成都、蘭州、蘇

州、杭州、合肥、 *陽、広州、昆明、銀川、長

抄、南昌、南京である。これらの諸都市は大連、

蘇州以外は省都であり、全国31省のうち東西南北

の15省に分散している。

調査時期は、 2009年9月～10年10月である。調

査票の配布と回収は主に現地の大学関係者に依頼

して、市内の同一アパート住民をアンケート調査

の対象にした。配布数は各都市60人(戸)で、年

齢牡代別になるべく均等になるように配布した。

有効回答総数は757で、各都市の回収率はおよそ

80-1(泊%で、性別では男子が47.6%とやや少な

い。なお、中国では夫婦共稼ぎが一般的で、 50才

以下の世代では、女性回答者の「家事」(専業主婦)

は極めて少ない。

表1　米飯3食の場所(回答割合・16都市)
es

(世代) 自 宅
職場の

食鴬
外食ffi

弁当の

恥人
その他 汁

夕 食 772 7.6 ll.3 3.1 0.7 100.0

昼 食 57.8 27.1 ll.6 32 0.4 1∝).0

朝 食 60.4 4.7 19.5 3.7 1.6 100.0

20才代 48.4 20.1 25.5 4.3 I.6 100.0

30才代 56.9 14.4 25.1 1.8 1.8 1(刀.0

40才代 63.6 21.0 14.8 0.6 0.0 1(刀.0

50才代 69.1 10.1 14.4 5.0 1.4 1∝,.0

60才以上 77.2 2.8 13.1 3.4 3.4 1(泊.0

合 計 65.2 16.4 14.1 3.4 0.9 1∝).0

注:アンケート調査結果により作成した。以下の表も同じ。

16都市全体でのアンケート内容は、米飯の外食

状況についてであり、毎日3食の米飯外食頻度や

外食店等に関する質問である。まず、表1で毎日

3食における米飯の食事場所として、 「自宅」 「職

場の食堂」 「(職場内食堂以外の)外食店」 「弁当

の購入」 「その他」から選択させた。回答結果で

は、 3食とも「自宅」が最も多く、朝食60.4%、

昼食57.8%、夕食77.2%となった。その中で、相

対的に朝食と昼食で外食志向が多く、 「職場の食

堂」及び「外食店」の計で、それぞれ34.2%、

38.7%となる。朝食で「戦場の食堂」、昼食では

「自宅」が多いという状況は、日本の事情とは異

なる中国的特徴と言えよう。かつて、国営企業が

ほとんどの中国都市部では、職場が職住一体の

「単位」 (一一種の社会組放)を成して、職域内に食

堂やアパート、学校、医院等を併設している場合

が多かった。国営企業改革や民間企業の発展、郊

外への住宅開発等によって、その状況はかなり変

わっているが、大都市ではいまだ残存している。

次に同表で、朝食(米飯)について、その世代

別の外食志向を見てみよう。 「職場の食堂」で

20 - 40代、 「外食店」では20 - 30代が20-25%前

後と多い。そして、 「職場の食堂」及び「外食店」

を含めた外食全体で見ると、20代が突出しており、

45.6%になる。これに対して、退職者が多くなる

50才以上では外食は少なく、 「自宅」が回答者の

約7割以上を占める。

以上の実態は、毎日3食の米飯食に限った場合

での外食状況である。それでは、飲食一般の場合

ではどうであろうか。

2　外食頻度の動向

飲食一般について外食の状況を問うたアンケー

トは、上述16都市のうち、大連、天津、重慶、武

漢、成都、蘭州、貴陽、広州、昆明∴銀川の10都

市に限られている。 10都市の回答者の属性とし

て、年齢階層別分布では、20代22.5%、30代21.1%、

40代20.3%、 50代17.8%、 60代以上18.3%という

ように、年齢階層が30代以下の若い世代にやや偏

っている。

また、表2に見るように、 「家庭収入」では、

「合計」では、 「4-6万元」が33.4%と最も多

く、 「2-4万元」 20.1%及び「6-10万元」 19.5
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表2　世帯収入別の回答割合(10都市)

2 7j f己 2 ～ 4 4 - 6 6 - 10 10 - 15 15 万 元
ーLJ]答 計

末 梢 方 元 万 元 万 元 Jj 元 以 上

大 連 2 1.4 2 3 .8 3 1.0 2 1.4 2 .4 0 .0 1∝).0

天 津 25 .5 2 5 .5 3 1 .9 8 .5 8 .5 0 .0 1(泊.0

碗 州 6 .5 19 .6 19 .6 2 8 .3 15 .2 10 .9 10 0 .0

鋭 川 6 .3 3 5 .9 3 5 .9 17 .2 0 .0 4 .7 10 0.0

成 都 10 .3 3 1.0 4 4.8 13 .8 0 .0 0 .0 10 0.0

重 0 .0 u 3 9.6 2 0 .8 18 .8 6 .7 10 0 .0

武 漢 38 .0 4 .0 3 2 .0 14 .0 8 .0 4 .0 10 0 .0

広 州 4 2 18 .8 2 7 .1 22 .9 12 .5 14 .6 1∝ ).0

h 恥 14 .3 3 2 .7 3 2 .7 4 .1 8 .2 8 .2 10 0 .0

良 明 10 .0 6 .0 4 2 .0 4 2 .0 0 .0 0 .0 lα).0

合 計 13 .5 20 .1 33 .4 19 .5 7 .4 6 .1 100 .0

表3　外食頻度別の回答割合(世代別)

(世 代 )
お よ そ

柘 一一

週 2 、3

13
週 1 凶

月 1 、2

w
年 数 h!ー 合 計

20 才 代 27 .9 5 1.4 10 .8 6 .3 3 .6 1∝ )

30 才 代 20 .6 6 0.8 8 .8 6 .9 2 .9 1α)

40 才 代 22 .7 4 2.3 12.4 15 .5 7 .2 I(氾

50 才 代 l l.6 2 7.9 2 5.6 17 .4 17 .4 100

60 才 以 上 9 .7 2 0.4 12.9 29 .0 2& 0 l∝,

合 計 19 .0 4 1.5 13.7 14 .5 ll.2 100

%が次いでいる。但し、都市間でやや格差があ

る。天津、銀川及び武漢では、低い収入階層に偏

っているのに対し、蘭州及び昆明では「6-10万

元」の収入階層が多く、重慶では10万元以上の高

所得者が35.5%と突出している。

まず、外食頻度に対する回答では、表3の「合

計」で見ると、おそらく土日と思われる「週2、

3回」が41.5%と圧倒的に多い。以下の「およそ

毎日」19.0%、 「月1、 2回」14.5%、 「週1回」

13.7%、 「年数回」 112%を大きく粧している。

また、同表で年齢世代別に見てみると、外食頻

度に世代間格差が大きい。外食頻度の大小を示す

と、 20代>30代>40代>50代>60才以上というよ

うに、外食頻度と年齢階層には強い正の相関があ

る。そして、外食頻度の高い20代と低い60才以上

は対照的であり、 「およそ毎日」の割合では両者

の間に3倍弱の大きな格差がある。これは、先述

の米飯外食で指摘した傾向と同じである。

なお、表4で都市別に見てみると地域間に格差

がある。蘭州、成都、重慶では「ほほ毎日」と

「週2、 3回」の合計値が高い。特に重慶では、

両者合わせて86.0%と突出しており、高収入階層

表4　外食頻度別の割合(都市別)

17

およそ

vt 日
過2、3 M 週 日リー月1、2 回 牛致['.!] 間笛計

大 連 16.7 42.9 14 3 21.4 4.8 100

夫 沖 8.3 39.6 6.3 20.8 25.0 loo

恥 州 30.4 43.5 13.0 10.9 2.2 100

糾 川 20.3 23.4 9.4 18.8 28.1 loo

成 32.6 37.2 25.6 4.7 0.0 100

蔽 腫 16.0 70.0 10.0 4.0 0.0 100

武 漢 12.0 46.0 26.0 10.0 6.0 loo

広 州 20.4 32.7 122 18.4 16.3 100

投 降 20.8 43.8 8.3 12.5 14.6 00

良 明 14.3 40.8 14.3 22.4 8.2 100

;i,¥ 19.0 41.5 13ー7 14.5 ll.2 100

(鶴)
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図5　外食頻度の増減割合(世代別・ 9都市)

の多い回答者の属性を反映していると思われる。

それとは対照的に、天津、銀川、昆明では「月

1、 2回」ないし「年数回」が多く、他都市に比

べて外食頻度が少ない。このうち天津や銀川の場

合は、先述で指摘したように、低収入階層の回答

者の多さを反映していると見なせる。

次に、外食の最近の変化として、 5年前に比べ

ての増減(「増えた」「減った」「不変」)を問うた。

回答者数の少ない成都を除いた9都市で集計し

た。まず、図5に表示するように、合計では「減

少」 29.0%に対して「増加」が54.3%と圧倒的に

多い。世代別では、 50代・60才以上では「減少」

(35.6%、 38.8%)と「増加」 (43.8%、 40.0%)が

やや括抗している。これに対して、 40代61.6%、

30代48.8%、 20代72.2%というように、 40代以下

では明らかに「増加」のほうが多くなる。特に、

外食頻度の高い20代で「増加」が顕著である。こ

のような世代別格差は、前述の外食頻度の状況と

似ている。
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表5　外食頻度の増減割合(都市別)

相 加 減 少 不 変 lサl芥一汁

人 連 5 7.9 5.3 3 6 .8 1∝,

天 沖 2 5.6 6 2B l l.6 10 0

llti 州 7 1.7 19.6 8 .7 i(泊

釦 川 5 3.1 28 .1 18 .8 l仰

・T( * 7 0.0 2 4.0 6 .0 10 0

武 漢 4 6.9 3 6.7 16 .3 10 0

& 州 5 7.8 l l.1 3 1.1 10 0

riI 鰐 64 .4 13.3 22 2 1的

比 例 4 6.9 5 3.1 0 .0 1∝)

さらに、表5で都市別に比べると、天津、昆明

を除く7都市では、 「減少」「不変」よりも「増加」

が大きく上回る。特に重慶、蘭州では「増加」が

回答者の7割を超える。反対に、天津、昆明では

「減少」が半分以上を占める。全体的には外食は

増大傾向にあるが、地域格差も大きいと言える。

3　外食消費内容の特徴

また、良く消費する外食メニュー(料理)につ

いて、鮫子、麺類、ファストフード、井類、点

心、中国料理、西洋料理、日本料理、その他のリ

ストから複数選択してもらった。その10都市の回

答集結果が表6であり、同表の「選択度」とは、

回答者数で各メニュー項目の選択教を割って求め

た割合(%)である。

まず、同表の「合計」では、その選択度は、麺

類70%>中国料理63%>ファストフード56%、鮫

子55%>井類48%の順位になり、それ以外のメニ

ューの選択数は少ない。中国伝統食の麺類、飲

干、中国料理に加えて、近年になって登場したフ

ァストフードや井類が伝統食なみに普及してい

る。これらの特徴は、年齢世代別に見ても大きな

相違は無い。特にファストフードは、 60才以上を

表6　飲食メニュー(複数選択)の選択度(世代別・
10都市)

xss

20代 30代 .to 代 50代
60才

以 上
合 Jf-

K 7 - 5 日̀ 5 3 .1 5 3.7 5 1.1 6 3.2 5 4.9

替 地 65.1 6 5 .3 6 5.3 79 .5 7 5.9 6 9.8

ファストフード 62.4 6 3 .3 5 8.9 53 .4 3 7.9 5 5 .8

IN . 輔

ォ 心

56.0

2 1.8

5 6 .1

3 4 .7

4 4.2

14.7

43 .2

13 .6

3 7.9

3 3.3

4 8 .0

2 1.3

小国特増 64.2 7 5 .5 5 4.7 50 .0 6 7.8 6 2.7

州 羊科増 ll.0 14 .3 4.2 8 .0 4 .6 8.6

姥同料理 14.7 13 .3 9.5 9 .1 1.1 9 .9

日本特用- ll.9 12 .2 7.4 9 .1 5.7 9.4

その他 18.3 18 .4 12 .6 13 .6 1 .5 15 .1

選択致/ 人 3.8 4 .1 3.3 3 .3 3 .4 3 .6

注:「選択皮」とは、各料理(メニュー)の選択致/回
答者敦をパーセントで表示した数値であり、 「選択
致/人」とは稔選択教/各世代回答者教をノーセン
ト表示した億である。

除けば、全世代的に選択頻度は高い。他方、外国

料理(西洋、日本、韓国)は10%前後で、その普

及度は低い。そのなかで、世代別では20代、 30代

で多く、回答者の11-15%を占めている。

さらに、表7で都市別に見てみると、各メニュ

ーの選択度の傾向は、いずれの都市もおおよそ似

た状況にある。例外は昆明であり、鮫子、麺類の

選択皮が極端に小さく(それぞれ16%、 36%)、

反対にファストフード86%と井類74%、 「その他」

64%が高い。 「その他」の選択項巨=二は具体的な

メニュー名の記入欄があり、昆明の場合は地元食

である「米線」 (ビーフンに類似)が大半である。

そのほか、全体的傾向と反する都市の特徴では、

重慶で鮫子、ファストフード、井類がやや少ない

こと、成都では麺類、中国料理の指摘度が極端に

小さいこと、武漢では点心の指摘度が高いことな

どである。また、外国料理では蘭州の高さ(24-

表7　飲食メニュー(複数選択)の選択度(都市別)

大 連 天 津 俄 州 鮎 川 成 都 屯 駿 武 漢 広 州 貸 恥 良 明

政 子 5 9.5 6 3.8 66 .7 54 .7 6.5 2 6.5 9 6 .0 72 .0 7 1.4 16.0

橿 m 6 6 .7 7 4.5 8 4.4 8 2.8 2 5.8 6 7 .3 9 6 .0 78 .0 6 7.3 3 6 .0

7 7 ストフー ド 3 8 .1 3 6.2 6 6.7 3 9.1 5 4B 3 6 .7 70 .0 62 .0 6 9.4 8 6 .0

井 規 3 1.0 3 8.3 5 7.8 2 03 5 8 .1 3 0 .6 76 .0 44 .0 5 9 .2 74 .0

lサl- 心 16 .7 19 .1 35 .6 12 .5 25 .8 8 .2 64 .0 3 2.0 2 4 .5 8 .0

中 国料 理 4 5 .2 78 .7 7 1.1 8 4 .4 12 .9 69 .4 60 .0 7 4.0 4 0 .8 64 .0

西 汀 料 理 7 .1 10 .6 24 .4 4 .7 3 .2 0 .0 8.0 2 0 .0 6 .i 2.0

韓 lII科 理 7 .I 17 .0 28 .9 1.6 9 .7 0 .0 0-0 8.0 30 .6 0.0

日 本 料 理 14 .3 17 .0 2 4.4 1.6 12 .9 0 .0 0.0 12 .0 18 .4 0 .0

そ の 他 28 .6 3 1.9 4.4 7 .8 3 2 2.0 0 .0 6 .0 2 .0 6 4 .0
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表8 「最も多く通う」外食店の選択度(9都市)
(%)

tf" a:→ (訂 (カ ③

大 迫 a : 29 c :2 1 e : 7

大 jp d : 31 C ‥28 a : 19

他 州 a : 42 c : 18 e : 18

鍛 … c : 44 e : 22 d : 13

成 都 d M O c : 35 b : 10

煎 嵯 a : 35 e = 25 ー3 :20

広 州 e :4/ g : H a : 0

Tt- 階 e :29 c : 22 d : 14

比 例 c :60 f : 18 a : 12

a :77ストフードw

b:′くイキングm
c :レストラン

d :ホテル・レストラン

t・ :職域允'v!
f :WfT

g :茶ffil
h :伽排fit

I :その他

注:選択教/回答者致×1α) (%)の値である。

29%)が目立つ。

最後に、ファストフード店、パイキン//店(自

助餐)、レストラン、ホテル・レストラン、職場

食堂、屋台、茶館、加排館、その他のうち、 「最

も良く通う」外食店を選択させた。回答者数の少

ない武漢を除いた9都市について集計した。表8

によれば、各都市によって多少異なるが、全体と

して選択度の高い外食店は、ファストフード店、

レストラン、職場食堂であり、これにバイキング

店が続く傾向にある。

特に、いずれの都市でもファストフード店が

「最も良く通う」外食店になっている。この点に

関連して、マグドナルドやケンタッキー・フライ

ドチキンなどの外資企業は、中国の主要都市で全

国店舗展開しており、また地方では、国内資本の

外食チェーン店の展開が目覚ましい。アンケート

調査結果は、中回における近年のファストフード

業界の全国的な店舗拡大傾向と照応する。

Ⅳ　まとめ

いままでの検討結果をまとめると、以下のよう

に整理できる。

第一に、中国都市住民の外食消費は、所得上昇

とともに90年代半ば以降、極めて高い伸び率で増

大している。そして、高所得階層ほど外食割合は

大きく、沿海諸省の都市で外食支出が大きい背景

になっている。但し、外食費の割合は06年以降、

横ばいであり、これは所得増大の鈍化の影響とと

もに、外食消費内容の多様化が示唆される。

第二に、米食・准米食地域の15省16都市のアン

ケート調査から、米飯外食において、年齢世代別
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では20 - 30代の若い世代に外食頻度が高い。似た

状況は、 10都市における外食一般に関するアンケ

ートからも碓認できる。外食頻度に関しては、毎

週土日という頻度が最も多いのだが、 20・30代の

外食頻度が高く、 50才以上の中高年世代では低

い。また、 5年前と比較した外食変化では、 「増

加」が「減少」の2倍の大きさにあり、近年の外

食消賢の増大傾向を裏付けている。その傾向が顕

著な世代は20代であり、反対に、 50代・60才以上

では「減少」が相対的に多く、特に60才以上では

「増加」と「減少」が桔抗している。このことか

ら、近年の外食成長にとって、中高年世代は抑制

的だったと言えるかもしれない。

第三に、外食メニューの選好度で見ると、麺

類、鮫子や中国料理の伝統食志向が顕著である

が、ファストフードや井類もかなり浸透してい

る。特に、ファストフード志向は、 60才以上を除

けば、中国伝統食なみの高い選好度である。その

意味で、外食産業の成長において、特にファスト

フード業界の牽引力の大きさが示唆される。ま

た、外国食の消費選択はまだ少ないものの、若い

世代で約1割強に普及しており、外食消費の多様

化が見られる。

第四に、外食消費形態には地域性が指摘でき

る。省別対比では、収入水準が低いのに外食割合

が沿海地域なみに高い省がある。また、アンケー

ト調査結果からは、外食頻度や外食メニューの選

択度、外食消費の増減においても都市格差が見ら

れる。これらの背景には、所得水準とともに、食

習慣や食文化、生活様式等の相異が反映している

と思われる3)。

但し、このような都市間格差は、各都市の回答

者数の少なさや統計学的標本調査に基づくアンケ

ートではないため、地域性を代表しているとは言

えない。また、アンケート調査を実施した地域

が、主食を米食・准米食とする都市に偏ってお

り、西安や大原、青島等の小麦食(麺、マント

ウ、鮫子)地域の都市が対象外になっている。従

って、外食消費形態の地域的特徴やその背景事情

に関しては、各省ごとの大量調査によってさらに

碓詔、検討される必要がある。

以上の調査結果から、本論文では、外食頻度や

外食増減志向、料理メニュー等の選択において、
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特に年齢世代別に大きな格差があることを明らか

にした。一般に、家計主体の年齢水準(世代)の

上昇とともに、生活様式は異なってくると理解し

て良い。そのうち、特に家族構成や家庭収入、就

業条件、時好等の相異は、外食消費の頻度・内容

に複合的に影響していると考えられる。従って、

外食消費形態の多様性やその変化は、主に都市住

民の世代別生活様式の相異に関係づけて捉えるの

が妥当であろう。

但し、外食消費形態の「多様性」は、外食メニ

ューや店舗業態等に留まっており、さらに詳しい

徴表で把揺する必要があるO　また、健代別の生活

様式との規定関係においでも、 「関係」の具体的

内容の把撞とともに、特定大都市での住民調査等

による検証を必要とする。特に、最近の外食消費

の鈍化傾向と世代別の外食志向との関係について

は、今後の外食消費に対する各世代の意向も併せ

て検討しなければならない。これらの点は、すべ

て今後の研究課題として残された。

注

1) Ma他[5]では、中国都市住民の家庭外食

消費支出と所得、年齢等との関係について、

ト-ピットモデルによる回帰分析を行い、 5

都市　250戸のデータをもとに、家庭所得と

外食消費支出とに強い相関があること、低所

得より高所得階層の外食消費支出の弾力性が

高いこと、 50才未満より50才以上年齢層の外

食消費支出弾力性が高いことなどを解明して

いる。

また、張・白[6]では、Ma他【5]ら

の分析は「収入効果」を偏重していると批判

して、 「時間効果」を取り入れたベッカーの

「家庭生産・消費モデル」を導入する。北京

市315戸の標本調査データをもとに、妻の労

働時間と賃金水準、家庭の可処分所得に対す

る外食頻度や外食支出に正の相関があるこ

と、また、 16以下の子供数と65才以上の老人

数、妻の教育水準とは負の相関があることを

析出している。

2)文部科学省科学研究費・基盤研究(B)、青柳

斉代表「中国におけるジャポニカ米消費圏拡

大と産地間故争に関する研究」 (08年～10年)

で実施した米消費に関する全国諸都市でのア

ンケート調査である。

3)外食消費の地域間格差には、そのほかに、外

食産業(とりわけ外食チェーン店)の展開状

況の地域性も反映していると考えられる。こ

の点の検討には、外食産業それ自体を分析す

る必要があり、今後の研究課題としたい。
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